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文部科学省 文部科学戦略官  
 平下 文康 氏 
  
 ESD の最近の動きについて、「ESD の推進に係る最近の主な
動き」というスライド（本文末尾掲載）に沿って説明していき
ます。スライド上段から、2019 年 9 月 5 日に「ESD for 2030」
プレ・ローンチセッションを東京において開催しました。「ESD 
for 2030」とは、「ESD に関するグローバル・アクション・プロ
グラム（GAP）」の後継枠組みで、2019 年 11 月のユネスコ総会で採択される見込みです。
このプレ・ローンチセッションにおいて、国内外の多様なステークホルダーから SDGs 達
成に向けた ESD の取り組みに関する発表や議論が行われ、ESD が SDGs の全ての目標の
達成に貢献するものであるという「ESD for 2030」の考え方が確認されました。 





 そしてスライドの下段、9 月 24 日から 25 日にかけてニューヨークで開催された SDG サ
ミットでは安倍総理から ESD の推進に向けた決意表明がありました。以上が ESD の推進
に係る最近の主な動きです。 
 これらを踏まえて、ESD と SDGs の関係、ESD を通じた課題解決、新学習指導要領を踏
まえた ESD の推進の 3 点についてお話をさせていただきます。 
 まず ESD と SDGs の関係について、SDGs の目標はそれぞれ独立したものではなく、相
互に関係し、時には相反する価値を追求するものでもあります。17 の目標の中で教育が
SDGs の全ての基礎であるとともに、全ての SDGs が教育に期待していると言われていま
す。ESD は単に目標の一つであるから取り組むべきというものではなく、持続可能な社会
の担い手づくりを通じて、17 全ての目標の達成に貢献するものです。 
 2017 年の国連決議では、ESD が質の高い教育に関する持続可能な開発目標実現の鍵とな
ることが確認されましたが、上述のように、2019 年 11 月のユネスコ総会で採択が見込ま
れる「ESD for 2030」においても、ESD は SDGs 全ての目標の達成に貢献するものである
とされています。 











































 上田 康治 氏 
    


















10 年後の 2002 年には、持続可能な開発に関する世界首脳会議、ヨハネスブルグ・サミッ




















































 最後に、SDGs の地域循環共生圏と ESD の関係ですが、これを進めていくためにはやは
り人が大切です。そのための人づくりということで、新たにESDのメニューの 1つとして、
SDGs のための人材育成を今年から始めました。千葉のいすみに行ったところ、Ｉターンで
若い人たちが元気にやっていて、そこで飯が食えるのかなと思ったら、「小商いで 3 つか 4
つぐらいやっていたら食えるんです。」と、横のネットワークで楽しそうにしていて、それ
を市のお年寄りたちも歓迎している。これはすばらしいと思いました。 









総務省 地域力創造グループ地域政策（前）課長  









































内閣府 地方創生推進事務局参事官  
 遠藤 健太郎 氏   
 
 地方創生に向けた SDGs の取り組みの状況についてご紹介致し
ます。 
 こちら（図 1）は 9 月下旬に総理が国連の SDGs サミットに参
加した際のスピーチの抜粋です。SDGs は各国で取り組むことで
すが、地域レベルの取り組みも重要だということで、日本では先
進的な取り組みを行う自治体を SDGs 未来都市とし、全国に SDGs を浸透させてきたとい
うお話をされています。また、今後そのような取り組みをさらに加速させていく上で、2 つ
の鍵があります。1 つは民間企業の取り組みの創出、もう 1 つは SDGs を原動力とした地
方創生です。 
 政府の取り組みがこれまでどのように進められてきたか、少しご紹介したいと思います。
政府全体の SDGs の取り組みは 3 つの柱になっています。1 つ目はイノベーション関係、2
つ目が地方創生の取り組み、3 つ目が次世代・女性のエンパワーメントです。 
 なぜ地方創生に向けたSDGsが政策として位置づけられ、進められているのでしょうか。









せていくかということが非常に喫緊の課題です。4 年前に SDGs が合意された後、内閣府で
はこのような観点からさまざまな分野で取り組みが進められております。私がおります地
方創生推進事務局では、全国 1,800 弱の自治体の皆様に SDGs という考え方を行政の中に
取り入れていただいて、持続可能な社会に向けて、地域のステークホルダーと一緒に未来に
向けた議論をしていただきたいということが 1 つです。 




 3 番目は金融です。金融分野での SDGs の価値は大変高いので、今年に入ってから施策を
進めております（図 4）。 
 この 3 つのそれぞれについて簡単にご紹介しますと、1つ目の柱は、SDGs 未来都市及び
自治体 SDGs モデル事業と呼んでおります。先進的な取り組みをされる自治体の皆様に手








 それから 2 番目の柱は、官民連携の促進です。自治体が直面されている地域の課題に、ビ
ジネスの本業で取り組むような企業の皆様とのマッチングを行うことによって、官民連携
で課題を解決することを促進していきたいということで、昨年の 8 月に地方創生 SDGs 官
民連携プラットフォームを立ち上げました。非常に高い関心をいただきまして、直近では

















 立教大学 総長  
  郭 洋春 
   
 「第 2 回全国 ESD・SDGs 自治体会議―SDGs 教育都市を目
指して―」の開催、心よりお喜び申し上げます。 
 本学が持続可能な社会、教育、そして研究をしていく上で、









がら、持続可能な地域づくりに貢献してきました。その一環として本日の「第 2 回全国 ESD・













葛藤を越えて〜第 5 回 SETO フォーラム 国際セミナー〜」を行っています。駐日韓国大使
や自民党の河村建夫先生にもご来賓としてお越しいただき、現在の難しい日韓関係の健全
な関係に向けて話し合いが持たれているところです。 
本学は一方でこのような外交問題、他方で地域社会の発展を目指した SDGs・ESD を同
時に行える大学、両方に目配せができる大学として、これからも皆様方のお知恵をお借りし
ながら発展し、研究・教育していきたいと考えております。 
